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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次 
第35期 

第３四半期累計期間 
第36期 

第３四半期累計期間 
第35期 

会計期間 
自平成27年４月１日 
至平成27年12月31日 

自平成28年４月１日 
至平成28年12月31日 

自平成27年４月１日 
至平成28年３月31日 

売上高 （千円） 6,832,732 6,777,367 9,208,306 

経常利益 （千円） 91,126 349,482 113,324 

四半期（当期）純利益 （千円） 82,607 205,045 163,643 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 2,155,352 2,155,352 2,155,352 

発行済株式総数 （千株） 16,623 16,623 16,623 

純資産額 （千円） 3,875,470 4,126,791 3,938,977 

総資産額 （千円） 13,941,983 14,038,340 13,832,783 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 5.05 12.52 10.00 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） － － 2.50 

自己資本比率 （％） 27.80 29.40 28.48 

 

回次
第35期

第３四半期会計期間
第36期

第３四半期会計期間

会計期間
 自平成27年10月１日
 至平成27年12月31日

 

 自平成28年10月１日
 至平成28年12月31日

 

１株当たり四半期純利益金額 （円） 3.11 5.42 

 （注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社１社を有しておりますが、重要性の観点から持分法

損益等の注記を省略しているため、記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

５. １株当たり四半期（当期）純利益金額の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数については、自己名義

所有株式分を控除する他、信託が保有する自己株式を控除し算定しております。

２【事業の内容】

  当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係

会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

   当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

   また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、新たに契約した経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績の分析

当第３四半期累計期間における世界経済は、米国経済が緩やかな改善基調を維持する中、次期政権に対する

ポジティブな期待感も加わりマーケット指標を中心に上向いてまいりました。一方、欧州経済は企業業績を中

心に引続き漸進的ではあるものの英国とＥＵの将来関係を巡り、今後は投資抑制等の懸念も出ております。ま

た、新興国では、中国の景気動向は横ばい推移ながら今後の動向については不透明であり、その他新興国経済

も減速ないしは回復の足取りが重い状況で推移いたしました。このように、世界経済全体としては、米国が上

向き基調を維持しているものの欧州では今後に不安感が出ており、新興国の状況も加味すれば、引続き流動的

な環境に変化はありません。 

一方で日本経済は、引続き企業・個人関連ともに各種指標が堅調に推移し、景気全体の持ち直し感も出ては

おりますが、世界経済の状況も勘案すれば、まだまだ今後の景気浮揚を確信できる状況にはありません。 

このように国内外経済が推移する中で、当社の属するファインケミカル業界は、原油価格動向の変化から原

材料価格が上昇傾向にあり、為替動向も不安定である上にグローバルな販売価格競争は緩和されず、収益環境

全般の状況に変化はありません。当然ながら、当社も同様の環境に置かれておりますが、売上高については、

引続き需給バランスの変化等による紫外線吸収剤の増収に支えられ、前年と同水準で推移しております。一方

で、当社の主力マーケットである欧州自動車産業は、今後の英国とＥＵとの関係や米国新政権の政策動向等、

複数の懸案事項を抱えており、当社の経営環境についても引続き安心できる状況ではありません。 

このような状況の下、当社の当第３四半期累計期間における業績は、化学品事業では主力製品である紫外線

吸収剤の販売数量増加を主要因とした売上高増加が、酸化防止剤他の各製品の減収をカバーし、全体として売

上高は横ばいとなりました。また、ホーム産業事業は、ほぼ前年と同水準の売上高で着地いたしました。売上

高全体では、前年同四半期比55百万円減少の6,777百万円（前年同四半期比0.8％減）となりました。利益面

は、グローバルな販売価格競争の継続はあるものの、利益率の高い製品の売上高増加や各種経費の圧縮などか

ら営業利益は419百万円（同130.0％増）、経常利益も生産休止費用が25百万円と前年同四半期比17百万円減少

したこともあり349百万円（同283.5％増）となりました。税引前四半期純利益につきましては、平成28年9月に

発生いたしました姫路工場における小規模な火災事故に伴う損失48百万円を事故対策費として特別損失に計上

いたしましたが、付保しております企業総合保険・企業総合補償保険による保険金の一部が確定し、保険金収

入23百万円があった結果、323百万円（同255.1％増）となりました。四半期純利益につきましては、法人税等

が62百万円となったことに加えて法人税等調整額が56百万円となったことから205百万円（同148.2％増）とな

りました。 

 

 セグメント別の業績は次のとおりであります。

 

（化学品事業）

当第３四半期累計期間の売上高は、主力製品である紫外線吸収剤が販売数量増加等を主要因として前年同四

半期比122百万円増の4,403百万円（前年同四半期比2.9％増）となる一方で、酸化防止剤が同120百万円減の202

百万円（同37.2％減）、受託製品などを含むその他で同105百万円減の940百万円（同10.1％減）等となり、全

体では同51百万円減の6,022百万円（同0.9％減）の微減で着地いたしました。また、セグメント利益は620百万

円（同60.2％増）を計上いたしました。 

 

（ホーム産業事業）

当第３四半期累計期間の売上高は、木材保存薬剤の売上高が前年同四半期比11百万円増の654百万円（前年同

四半期比1.8％増）で着地し、全体では微減の755百万円（同0.5％減）にとどまりました。また、セグメント利

益は73百万円（同46.6％増）を計上いたしました。 
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 （2）財政状態の分析

 当第３四半期末（以下「当四半期末」という）の総資産は、前事業年度末（以下「前期末」という）比205百

万円増加し、14,038百万円となりました。流動資産は同147百万円増の8,788百万円、固定資産は同57百万円増

の5,249百万円となりました。

 流動資産の増加の主な要因は、たな卸資産が409百万円増加した一方で、現金及び預金が144百万円、受取手

形及び売掛金が107百万円減少したことなどによるものであり、固定資産の増加要因は、有形固定資産が28百万

円、投資有価証券が28百万円増加したことによるものであります。

 当四半期末の負債は、前期末比17百万円増加し、9,911百万円となりました。流動負債は同889百万円減の

6,430百万円、固定負債は同907百万円増の3,480百万円となりました。

 流動負債の減少の主な要因は、短期借入金が1,000百万円、1年内償還予定の社債が100百万円、賞与引当金が

36百万円減少した一方で、支払手形及び買掛金が119百万円、１年内返済予定の長期借入金が130百万円増加し

たことなどによるものであり、固定負債の増加の主な要因は、長期借入金が663百万円、その他の固定負債が

219百万円増加したことなどによるものであります。

 当四半期末の純資産は、前期末比187百万円増加し4,126百万円となりました。主な要因は、四半期純利益を

205百万円計上したことに加え、その他有価証券評価差額金が20百万円増加した一方で、配当金の支払41百万円

があったことによるものであります。この結果、自己資本比率は29.4％となりました。

 

 （3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

 （4）研究開発活動

 当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は218百万円であります。 

 なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

  （5）主要な設備

  新たに決定した主要な設備投資は次のとおりであります。

 

事業所名

（所在地）

 

セグメント

の名称

 

設備の内容

 

投資予定金額
資金の調達

方法

着工及び完成

総額

（千円）
着工 完成

相生工場

（兵庫県相生市）
 化学品事業

化学製品

生産設備

 

        606,307

 

自己資金 
平成28年

８月

平成29年

５月

 （注）上記金額には消費税等は含まれておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 66,000,000

計 66,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 16,623,613 16,623,613
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 16,623,613 16,623,613 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成28年10月１日～ 

平成28年12月31日
－ 16,623,613 － 2,155,352 － 1,052,562

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

   当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他）    － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式        238,000

 

178
－

完全議決権株式（その他） 普通株式     16,306,000 16,306 －

単元未満株式 普通株式         79,613 － －

発行済株式総数              16,623,613 － －

総株主の議決権 － 16,484 －

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

ケミプロ化成株式会社
神戸市中央区京町 

８３番地
60,000 178,000 238,000 1.44

計 － 60,000 178,000 238,000 1.44

（注）他人名義で所有している理由等

株式給付信託（BBT）の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）（東京都中央区晴海

１丁目8-12）が所有しております。
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２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成28年10月１日から平成28

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期会計期間 
(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,372,700 3,228,386 

受取手形及び売掛金 2,218,974 ※ 2,111,205 

商品及び製品 2,138,515 2,485,288 

仕掛品 108,858 87,334 

原材料及び貯蔵品 596,579 681,233 

その他 219,839 205,587 

貸倒引当金 △14,684 △10,351 

流動資産合計 8,640,782 8,788,685 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 1,087,445 1,059,569 

土地 2,870,604 2,870,604 

その他（純額） 1,007,782 1,064,377 

有形固定資産合計 4,965,832 4,994,551 

無形固定資産 13,882 18,365 

投資その他の資産    

投資有価証券 104,398 132,587 

その他 125,320 121,312 

貸倒引当金 △17,434 △17,162 

投資その他の資産合計 212,284 236,737 

固定資産合計 5,192,000 5,249,654 

資産合計 13,832,783 14,038,340 
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    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期会計期間 
(平成28年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,497,136 ※ 1,616,586 

短期借入金 3,900,000 2,900,000 

1年内償還予定の社債 100,000 － 

1年内返済予定の長期借入金 1,048,740 1,178,740 

未払法人税等 61,809 49,635 

賞与引当金 83,925 47,419 

その他 628,871 ※ 638,566 

流動負債合計 7,320,483 6,430,948 

固定負債    

長期借入金 1,732,260 2,395,730 

退職給付引当金 365,913 393,841 

株式給付引当金 7,986 3,993 

その他 467,163 687,037 

固定負債合計 2,573,322 3,480,601 

負債合計 9,893,805 9,911,549 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,155,352 2,155,352 

資本剰余金 1,052,562 1,052,562 

利益剰余金 761,346 924,982 

自己株式 △54,506 △50,863 

株主資本合計 3,914,755 4,082,034 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 24,221 44,757 

評価・換算差額等合計 24,221 44,757 

純資産合計 3,938,977 4,126,791 

負債純資産合計 13,832,783 14,038,340 
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 6,832,732 6,777,367 

売上原価 5,731,306 5,556,071 

売上総利益 1,101,426 1,221,295 

販売費及び一般管理費 918,959 801,532 

営業利益 182,466 419,763 

営業外収益    

受取利息 86 14 

受取配当金 3,135 3,233 

受取賃貸料 3,930 10,950 

補助金収入 9,462 5,430 

還付事業税等 12,489 － 

その他 5,760 10,712 

営業外収益合計 34,865 30,340 

営業外費用    

支払利息 73,234 59,823 

生産休止費用 43,413 25,501 

賃貸収入原価 223 7,136 

その他 9,333 8,160 

営業外費用合計 126,204 100,621 

経常利益 91,126 349,482 

特別利益    

国庫補助金 310,000 － 

保険金収入 － 23,303 

特別利益合計 310,000 23,303 

特別損失    

固定資産除却損 70 484 

固定資産圧縮損 309,904 － 

事故対策費 － 48,586 

特別損失合計 309,974 49,070 

税引前四半期純利益 91,151 323,714 

法人税、住民税及び事業税 8,544 62,310 

法人税等調整額 － 56,358 

法人税等合計 8,544 118,669 

四半期純利益 82,607 205,045 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

これによる当第３四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益への影響は軽微であります。 

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

       該当事項はありません。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期会計期間から適用しております。
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（四半期貸借対照表関係）

※ 四半期会計期間末日満期手形

  四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期会計期間末日が金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期会計期間末日満期手形の金額は、次のとお

りであります。

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形 －千円 19,961千円

支払手形 － 216,456

その他（設備関係支払手形） － 19,294

 

（四半期損益計算書関係）

    該当事項はありません。

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

   当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累

計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間

（自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年12月31日）

減価償却費 278,068千円 301,106千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日）

     配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 41,411 2.5 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

（注）平成27年６月26日定時株主総会の決議による配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）

が保有する当社株式に対する配当金495千円が含まれております。

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日）

     配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 41,409 2.5 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金

（注）平成28年６月24日定時株主総会の決議による配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）

が保有する当社株式に対する配当金495千円が含まれております。

 

（持分法損益等）

前第３四半期累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日）

 当社の関連会社はハリマトランジット株式会社の１社ですが、ハリマトランジット株式会社は重要性の観点か

ら、持分法損益等の注記を省略しております。

 

当第３四半期累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日）

 当社の関連会社はハリマトランジット株式会社の１社ですが、ハリマトランジット株式会社は重要性の観点か

ら、持分法損益等の注記を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

  化学品事業 ホーム産業事業 

売上高      

外部顧客への売上高 6,074,129 758,602 6,832,732 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － 

計 6,074,129 758,602 6,832,732 

セグメント利益 387,007 50,143 437,150 

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

                        （単位：千円）

利   益 金   額

報告セグメント計 437,150

全社費用（注） △254,684

四半期損益計算書の営業利益 182,466

 （注） 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

  化学品事業 ホーム産業事業 

売上高      

外部顧客への売上高 6,022,292 755,075 6,777,367 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － 

計 6,022,292 755,075 6,777,367 

セグメント利益 620,097 73,529 693,626 

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

                        （単位：千円）

利   益 金   額

報告セグメント計 693,626

全社費用（注） △273,863

四半期損益計算書の営業利益 419,763

 （注） 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 5円05銭 12円52銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 82,607 205,045

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 82,607 205,045

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,366 16,376

       （注）１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

        ２.１株当たり四半期純利益金額の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数については、自己名義所

有株式分を控除する他、信託が所有する自己株式（前第３四半期累計期間 198千株、当第３四半期累

計期間 186千株）を控除し算定しております。

 

（重要な後発事象）

       該当事項はありません。

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月14日

ケミプロ化成株式会社 

取締役会 御中 

 

 有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 田 中 基 博 印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 三 井 孝 晃 印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているケミプロ化成株

式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第36期事業年度の第３四半期会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ケミプロ化成株式会社の平成28年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

                                                 以 上

 

※１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提

出会社）が別途保管しております。

 ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

 


